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略歴
昭和12年4月
37年9月
38年4月
40年4月
43年4月
45年4月
48年4月
50年4月
51年4月
52年4月
53年6月
54年1月
56年4月
57年4月
59年4月
62年4月
平成4年4月
8月7年4月
8年9月
10年3月
11年9月
出生
司法試験合格
司法修習生（40年3月まで）
横浜地裁判事補（43年3月まで）
釧路地・家裁帯広支部判事補（45年3月まで）
最高裁判所書記官研修所教官（商法担当）（48年3月ま
で）
宇都宮地・家裁足利支部判事補（50年3月まで）
宇都宮地・家裁足利支部判事（51年3月まで）
東京地裁判事（52年3月まで）
司法研修所教官（民事裁判担当）（56年3月まで）
日本民事訴訟法学会会員（現在に至る）
司法試験委員（民法）（56年3月まで）
東京地裁判事（59年3月まで）
中央大学法学部法律学科講師（59年3月まで）
浦和地裁判事（62年3月まで）
最高裁判所調査官（民事事件担当）（平成4年3月まで）
東京地裁判事（部総括）（7年3月まで）
法務省法制審議会民法部会委員（7年4月まで）
東京高裁判事（8年9月まで）
津地方・家庭裁判所所長（10年3月まで）
東京局裁判事（部総括）（11年9月まで）
公証人（19年3月まで）
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15年4月
16年4月
5月
11月
17年6月
19年4月
19年5月
20年11月
22年4月
日本公証法学会会員（現在に至る）
横浜公証人会会長（16年3月まで）
日本大学大学院法務研究科講師（19年3月まで）
日本公証人連合会常務理事（17年5月まで）
関東公証人会会長（17年10月まで）
日本公証人連合会副会長（17年10月まで）
日本公証法学会監事（20年6月まで）
白鴎大学法科大学院法務研究科教授（民事訴訟実務の基
礎、民事法総合演習、法曹倫理、民事模擬裁判、民事法
特論担当）（22年3月まで）
弁護士登録（第二東京弁護士会）
瑞寳重光章
白鴎大学法科大学院法務研究科客員教授（民事訴訟実務
の基礎、民事法総合演習、法学、民事法特論担当）
著書昭和50年3月
8月平成元年1月
7年7月
9年5月
17年11月
『会社法講義案』法曹会
『判例手形法・小切手法』（加除式）新日本法規共著
『民法注解財産法民法総則』第1巻青林書院共著
『注釈民事訴訟法』（7）（当事者尋問）有斐閣共著
『民法注解財産法物権法』第2巻青林書院共著
『ケースブック要件事実・事実認定』第2版有斐閣
論文等
昭和47年11月「手形振出人の表示と手形上の責任」判例時報社『判例
50年3月
56年8月
58年12月
62年1月
11月
63年8月
平成2年3月
3年5月
7月
9月
12月
4年10月
11月
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評論』165号（判例時報679号）
「民事法演習会社の権利能力と取締役の責任、その主
張立証責任」判例タイムズ315号
「文書の真否」日本評論社『新・実務民事訴訟講座』II
「当事者尋間」弘文堂『講座新民事訴訟法』V
「民事訴訟における証人及び当事者尋問に関する2，3の
問題」司法研修所『司法研修所論集』〔創立40周年記念
特集号〕
「金融取引事件と和解」西神田編集室『訴訟上の和解の
理論と実務』
「不動産競売手続における配当金が同一担保権者の数個
の被担保債権の全てを消滅させるに足りない場合と弁済
充当の方法」法曹会『法曹時報』40巻8号
「遺産分割協議と民法541条による解除の解除の可否」
「法曹時報』42巻3号
「無罪判決が確定した場合における公訴提起の違法性の
有無の判断資料」法曹会『法曹時報』43巻5号
「民法724条後段の法意」法曹会『法曹時報』43巻7号
「不動産競売手続において国税徴収法22条5項の交付要
求をすべき時期」法曹会『法曹時報』43巻9号
「離婚訴訟における財産分与の裁判と不利益変更禁止の
原則」法曹会『法曹時報』43巻12号
「再審による無罪判決の確定と裁判の違法性」法曹会
『法曹時報』44巻10号
「給付支給機関が国家公務員等共済組合法101条2項に
基づき国家公務員等共済組合の組合員である国家公務員
の給与から貸付金残額を控除して右組合に払い込む行為
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5年11月
12月
8年4月
10年12月
12年10月
14年1月
15年12月
16年5月
17年7月
12月
と破産法72条2項による否認」法曹会『法曹時報』44
巻11号
「共同抵当の関係にある不動産の一部に対する抵当権の
放棄とその余の不動産の譲受人が民法504条所定の免責
の効果を主張することの許否」法曹会『法曹時報』45
巻11号
「別訴において訴訟物となっている債権を自働債権とす
る相殺の抗弁の許否」法曹会「法曹時報』45巻12号
「供述調書の在り方一合理的、能率的に供述調書を作成
するために一」全国裁判所書記官協議会『会報』第134
号
「控訴の方式と控訴審における審理」弘文堂『講座新民
事訴訟法』m
「特定の不動産を特定の相続人に相続させる趣旨の遺言
における遺言執行者の職務権限と当該不動産の登記請求
事件における当事者適格」判例時報社『判例評論』500
号（判例時報1718号）
「解除権放棄特約を伴う死後事務委任契約を巡る諸問
題」日本公証人連合会『公証』132号
「任意後見契約と生前及び死後事務委任契約について」
日本公証法学会「公証法学』33号
「任意後見契約の現状と将来一関東公証人会のアンケー
ト結果を基にして一」日本公証法学会『公証法学』140
号
「任意後見契約の現状と問題点」日本法律家協会『法の
支配』138号
「請負」青林書院「民事要件事実講座』3〔民法1〕債
18年1月
3月
19年11月
20年10月
21年2月
11月
12月
22年4月
9月
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権総論・契約
「任意後見制度の当面の問題」日本公証人連合会『公
証』145号
「本人の意思を実現するための任意後見契約」日本成年
後見法学会『成年後見法研究』第3号
「民事破棄判決の拘束力について」白鴎大学大学院法務
研究科『白鴎大学法科大学院紀要』創刊号
「要件事実教育の2、3の間題」白鴎大学大学院法務研
究科『白鴎大学法科大学院紀要』第2号
「要件事実教育雑感」青林書院『要件事実・事実認定論
と基礎法学の新たな展開一伊藤滋夫先生喜寿記念』
「民事法総合演習の学び方、教え方」白鴎大学法務研究
科『白鴎大学法科大学院紀要』第3号
「任意後見契約公正証書の文例」学陽書房『成年後見の
法律相談』三訂版
「法科大学院における民事法総合演習について」日本法
律家協会『法の支配』157号
「債権回収等の委託を受けた弁護士が、その手段として
本案訴訟の提起や保全命令の申立てをするため当該債権
を譲り受ける行為の私法上の効力」判例時報社『判例評
論』619号（判例時報2081号）
